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はじめに
2017年１月24日, イギリス憲法の本質にも関わりうる重要な最高裁判
所判決が下された｡ 後の時代になってから, この判決の意義は, イギリス
憲法の生成と展開にとっての一大画期であったという位置づけがなされる
ことになるかもしれない｡ その判決とは, イギリスの EUからの脱退 (通















柳 井 健 一
法と政治 69巻 1号 (2018年 6月) 165(165)
(１) R (Miller) v Secretary of State for Exiting the European Union [2017]
UKSC 5. 同判決は, 11人の最高裁判所裁判官が全員揃って判断を下した
初めての事件であった｡
(２) なお, この判決では, 北アイルランド高等法院で争われた McCord’s
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合レファレンダム法 (European Union Referendum Act 2015) が制定され
ている｡
(４) The Conservative Party Manifesto 2015, Strong Readership, A Clear
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『イギリス憲法と EC法 国会主権原則の凋落』 (東京大学出版会, 1993年),
同 ｢EUの中のイギリス憲法― 『国会主権の原則』 をめぐる動きと残る重
要課題―｣ 早稲田法学87巻２号 (2012年) 325357頁｡
(７) ブレグジットがはらむ法的諸問題を含む広範な論点について概括的に
検討したものとして, See, Michael Dougan (ed.), The UK after Brexit : Legal
and Policy Challenges (Intersentia, 2017).
(８) 中村民雄 ｢EU脱退の法的諸問題―Brexitを素材として―｣ 福田耕治
編 『EUの連帯とリスクガバナンス』 (成文堂, 2016年) 103122頁｡ また,
レファレンダムによるブレグジット決定について同 ｢イギリスの EU脱退
国民投票と法｣ 法律時報88巻11号 (2016年) 13 頁｡ 脱退決定後の問題に
ついて検討するものとして, 同 ｢イギリスの EU脱退 (Brexit) の法的諸











る諸問題が, 重要な憲法論としてこの裁判では争われた｡ 以下, 本稿では,
ミラー事件として略称される当該訴訟の過程において論じられた EU脱退
に関わる憲法理論を, 最高裁判所によって示された判決に即しながら整理,
検討する｡ 同事件では, 最終的に問題の本質が, イギリス憲法上の最重要
原理である国会主権の原理と外交上の作用を専管する国王大権 (の行使者
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自の権利章典を導入することを主張していた｡ 同法は, もちろんヨーロッ
パ人権条約を国内法化したものである｡
(10) R (Miller and Dos Santos) v Secretary of State for Exiting the EU [2016]
EWHC 2768 (Admin).













きる｣｡ ｢２項 脱退を決定する構成国は, 欧州理事会にその意思を通告す
るものとする｣｡ そして, ｢３項 脱退についての協定が発効する日から,
もしくは [協定が] 不調に終わった場合には２項に定める通告の２年後に
[ヨーロッパ連合に関する] 諸条約の適用が停止される｣ としている｡
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判決を契機として｣ 法律時報89巻３号8691頁 (2017年) 参照｡
(12) Miller and Dos Santos, op.cit. n. 10 at [4]. 以下, [ ] は判決文中のパ
ラグラフ番号｡
(13) 同条約は, 2008年ヨーロッパ連合 (改正) 法 (European Union
(Amendment) Act 2008) によってイギリス国内法化されている｡
(14) Miller and Dos Santos, op.cit. n. 10 at [5].
わけ国会主権および国王大権の両概念について確認をした後, イギリス法
上 EU法の国内法化について最重要法律である1972年ヨーロッパ共同体法
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(15) Ibid. at [32].
(16) Ibid. at [86].
(17) Ibid. at [88].
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(19) Ibid. at [89].
(20) Ibid. at [94].
(21) Ibid. at [111].






らない｡ すなわち, 第１に大臣は, 一般的に国会に頼ることなく条約に加
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(23) 法廷意見を構成したのは, Lord Neuberger, Lady Hale, Lord Mance,
Lord Kerr, Lord Clarke, Lord Wilson, Lord Sumption, Lord Hodge の８名の
裁判官であり, 反対意見の立場を示したのが, Lord Reed, Lord Carnwath,
Lord Hughesの３名である｡





(25) Ibid, at [6973] は, Miller and Dos Santos, op.cit. n. 9での整理を確認
しつつ, かくして喪失せしめられる諸権利について３類型に整理している｡
(1) イギリス法上再生されうる権利, 例えば, 雇用保護などの利益である｡
(2) 連合王国市民が他の構成国で享受しうる EU法から派生する権利, こ
れは構成国間で互恵的に, つまり他国の法によって認められるもので本件
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への参政権である｡
(26) Miller, op.cit. n. 1 at [1315]. さらに, 法廷意見は [1622] において
1972年法の内容について検討した後, 1975年レファレンダム法
(Referendum Act 1975) により同年６月５日実施の投票で過半数が残留を
望んだことについても確認している｡
(27) Ibid. at [25].
(28) なお, 2008年ヨーロッパ連合 (修正) 法 (the European Union
(Amendment) Act 2008) の効力により1972年法の下で, この第50条の規
定を含めて EU条約や EU機能条約が国内法化されている｡
(29) Miller, op.cit. n. 1. at [2730].









２２. 国会主権 vs 国王大権
法廷意見によれば, イギリス憲法の特質として, それが通常のように高













｣｡ その上で, 国会が ｢いかなる法
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(30) 現在, European Union (Withdrawal) Bill 201719として国会で審議中
である｡ イギリス国会のウェブサイトが今後の予定を含めて, 当該法案の
審議過程を詳細に紹介している｡ See, https : // services.parliament.uk /bills /
2017-19 /europeanunionwithdrawal.html (2018年５月１日最終閲覧)｡
(31) Miller, op.cit, n. 1 at [34].
(32) Ibid. at [40]. 引用箇所の訳出に際しては, A・V・ダイシー著伊藤正
己・田島裕訳 『憲法序説』 (学陽書房, 1983年) に従った｡
(33) Ibid. at [42].








｢残余の大権は, 現在, 国会の召集や解散, 戦争や和平の宣言, いくつか
の局面での軍隊の規律, 一定の植民地領の統治, (臣民の諸権利には影響
しえない) 条約の起草, 栄典の授与などに限定されている｡ 行政的種類の
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(34) Ibid. at [43].
(35) 引用されているのは, H W R Wade, Administrative Law (Clarendon
Press, 1963) p. 13である｡
(36) Miller, op.cit, n. 1 at [47].
(37) Ibid. at [48].
(38) Ibid. at [49].
(39) Ibid. at [50].







実を変更する事例から構成される｡ たとえば, 宣戦布告により, それまで
合法的だった行為が反逆罪となったり, 敵性外国人となった者の財産が没
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(40) Ibid. at [52].
(41) Ibid. at [53].
(42) Ibid. at [54].
いる｡ 第１は, 主権国家間の条約は国際法上の効力を有し, いかなる国家
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(43) Ibid. at [55].
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(46) Ibid. at [60].
(47) R v Secretary of State for Transport, Ex p Factortame Ltd (No. 2) [1991]
1 AC 603 and (No. 5) [2000] 1 AC 524.
(48) Miller, op.cit, n. 1 at [60].
(49) Ibid. at [61].
かくして, 1972年法に関する最高裁判所による総括は次のようなもの











方法で効力を有する｡ 第１に1972年法 2 (1) 条によって [中略], 第２に
同条による直接効として EU規則が EU機能条約28条によって, 第３に同





を通じて EU法が連合王国内に流入するための ｢導管｣ (conduit pipe) の




このように, 1972年法は憲法的性格を有している｡ 従来 (1973年以降)
より, イギリス国内法上も EU法の優位は受け容れられてきた｡ ｢しかし
ながら, EU諸制度あるいは EU法の国内での憲法的位置づけを変更した
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(50) Ibid. at [62].
(51) Ibid. at [63].
(52) Ibid. at [65].
うな問題は生ぜず, 当該法律が EU法に違反するとしても, 国内的効力を
有するのである (そして, この点は1972年法が有効なままでも, 有効で
なくてもそうなるのである)｡ これは, 連合王国の憲法的仕組の根本であ
る国会主権の原理の賜物であって, 当該原理の許容する限りにおいて EU













一部となっていたとしても, 同国が EUを脱退することにより, EU条約
上の義務を負わなくなることは当然である｡ ｢しかし, そうだからといっ
て, 国会の事前の承認なしに, 大権の行為による連合王国の EU条約から
の脱退に基づく EU法の廃止を1972年法が意図したり, 同意したりしてい
るという立場を支持することはできない｡ 反対に, 1972年法によって,
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(53) Ibid. at [67].
(54) Ibid. at [68].
(55) Ibid. at [77].
場合には, EU法はもはや同国の国内法源ではなくなるということである｡
この事実は, 国会の事前の承認なしに, 連合王国が EU条約を脱退するこ
とを大臣がなしうるということについて国会が意図していたあるいは同意
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(56) Ibid. at [78].
(57) Ibid. at [80].
(58) Jo Erick Khushal Mrekens, ‘Mixed Messages in Bottles : the European
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(59) Miller, op.cit, n. 1 at [81].
(60) Ibid. 因みに, EECへの加盟に際しての国会答弁で当時の法務次官は
以下のように述べていた｡ ｢徹頭徹尾, 条約締結権は王冠, すなわち, 大
臣の助言に基づき行為する女王陛下に属する｡ 外交活動における国王大権
の力があればこそ, 政府は国際的協定を発議し, 署名し, 批准できるので









れを承認することが不可欠である｣；H C Debs, 20 January 1972, cols 793
4.
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原審の判決理由も結論を正当化しうるものと述べている｡ Ibid. at [83].
(63) Ibid. at [86].
ある｡ 1972年に連合王国史上初めて, 動態的で国際的な法源が, 確立し
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(64) Ibid. at [90].
(65) Ibid. at [100].
(66) Ibid. at [94].
(67) Ibid. at [100].
(68) Ibid. at [101].
る｡
他方, 反対意見についても一瞥しておきたい｡ 反対意見も, そもそも国
会主権の原理は認めている｡ しかし, だからといって, イギリスが EUを
脱退するに先立って国会が制定法の立法を行わなければならないというこ
とが求められる訳ではないという｡ その理由は, 1972年法が EU法に国内
効力を付与するについては ｢条件的｣ な前提があるからであるという｡
1972年法の文言に鑑みれば, ｢1972年法の下で, 国会が国内法上 EU法に






力は1972年法に依拠しているが, 1972年法は ｢憲法的性格｣ を有してな
い, あくまでも通常の立法であるという認識であると思われる｡ ｢連合王











併せて, 反対意見のうちには, イギリス憲法上根本的な原理として ｢対
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的に新しい特徴である｣ としつつ, 1975年の EECへの残留, 2011年の国
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(72) Ibid. at [249] by Lord Carnwath.






ダムの各根拠法は1975年法 (Referendum Act 1975) と2015年法
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(74) Ibid. at [118].
(75) 閣内が残留派と離脱派とで分断されており, 統一見解を示しえなかっ
たからである｡
(76) Miller, op.cit, n. 1 at [119].
(77) Ibid. at [121].
(78) Ibid. at [122].
(79) Ibid. at [124].
る大臣答弁を報告書から引用している｡ そして穿った見方なのかもしれな
いが, この点は近時レファレンダムを多用する憲法制度上のパートナーで
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(80) 12 th Report of Session 200910 of House of Lords Select Committee on
the Constitution (Referendums in the United Kingdom) para 197.
(81) 4 th Report of Session, 201011 of House of Lords Select Committee on






























法と政治 69巻 1号 (2018年 6月) 189(189)
(82) Miller, op.cit. n. 1 at [8083].
(83) ｢EU法についての概念化が, この判決の最も衝撃的な点であった｣


















｡ 具体的には, ｢EU法は通常法 (統治) のレベルで
優越性を有するのに対して, それによって憲法秩序 (主権) のあり方の根
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(85) Thomas Poole, ‘Devotion to Legalism: On the Brexit Case’, MLR, op.cit,
n. 58 p. 701.
(86) Nicholas Aroney, R (Miller) v Secretary of State for Exiting the European
Union : Three Competing Syllogisms, MLR, Ibid., p. 727も以下のように述
べる｡ ｢連合王国における国内法と国際条約法との間の伝統的な二元主義
についての難問を, 連合王国が EUの構成国であることが EU条約と法制
定機関を新たな国内法の法源とし, 連合王国の国内法秩序の不可欠な構成
要素としていたと論じることによって, 最高裁判所の多数意見は迂回した｣｡
(87) Thomas Poole, op.cit, n. 85 p. 702.
(88) Ibid, p. 703.
いずれにせよ, ブレグジットという国家のあり方の根幹が問われる状況








かし, 国会は2017年ヨーロッパ連合 (脱退の通知) 法 (The European
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(89) Ibid.
(90) Ibid. p. 706.
には, ちらほらと匂わせてはいたが, 決して明言はできず, かといって自
らのアイデンティティの根幹に関わるがゆえに放棄ないし縮減することを
公にできずにいた自己の人格の本質 (国会主権) を, 離婚が成立すること
が確定したことを契機に, 自分が如何に首尾一貫して配偶者としての義務
を自分なりの作法で履行し続け, なおかつ相手 (EU) に合わせて適切な
妥協を重ね続けてきたのかを大々的に言い募ったものだとの評価が, この
判決についてはできるようにも思われる｡ 破綻せずに継続している個別の
婚姻関係 (EU構成各国) にあっては, この人格的本質の根幹 (主権) の
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(91) それでも, もちろん離婚はありうる｡ なお, 以上はあくまで, 粗雑で
不正確な比喩である｡
(92) Miller, op.cit. n. 1 at [40].












う｡ 本稿も, そのような本当に生産的であるのか否か確信のもてない, さ
さやかな試みの１つである｡
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Reincarnation of Parliamentary Sovereignty :
The Supreme Court on Miller
Kenichi YANAI
On 24 Jan 2017, the Supreme Court judgment on Miller declared that
Parliament has a constitutional right for its voice to be heard prior to the
triggering of Article 50 for the UK’s withdrawal from European Union. In
this judgment two major legal issue were consistently parliamentary sover-
eignty and royal prerogative.
Miller judgment, although minutely re-examined these two fundamental
constitutional concepts, the most important factor which lead the majority
opinion to the conclusion abovementioned was understanding of EU legal
system in UK law. In other words, majority opinion in Miller innovated the
new concept on sources of UK law in hindsight.
This article traces how the Supreme Court elaborated legal explanation
about the UK’s membership of European Union era.
